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アジア経済法令ニュース No.23-21 

 添付法令資料 1： 韓国自動車損害賠償保障法（目次） 

 添付法令資料 2： 中国税関加工貿易貨物監督・管理弁法（目次） 

 添付法令資料 3： 輸入分野における税関検査に関する 2022 年 12 月 9 日付 

  インドネシア共和国財務大臣規則 No. 185/PMK.04/2022（目次） 

 添付法令資料 4： 官民パートナーシップ方式に従った投資法を合一するベトナム 

  国会事務局の合一文書（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2023 年 5 月 26 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 電気通信事業における個人情報保護に関するガイドラインの一部を改正する

件（個人情報保護委員会・総務省告示第 5 号） 

23.05.18 公布／23.06.16 施行 

2 消費生活用製品安全法施行令の一部を改正する政令（政令第 183 号） 

23.05.19 公布 

3 電気通信事業法施行規則及び電気通信事業報告規則の一部を改正する省令

（総務省令第 46 号） 

23.05.19 公布／23.06.16 施行 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 关于实施内地-澳门海关“经认证的经营者”（AEO）互认的公告 

23.05.11 公布 税関総署公告[2023]49 号／23.06.01 施行 

2 国务院关于同意扩大内地居民婚姻登记“跨省通办”试点的批复 

23.05.12 公布 国務院 国函[2023]34 号 

3 关于进一步加强进口危险化学品检验监管的公告 

23.04.07 公布 税関総署公告[2023]29 号／23.04.13 施行 

4 铁路运输服务质量监督管理办法 

23.05.19 公布 交通運送部令 2023 年第 5 号／23.07.01 施行 

5 海关总署关于修改部分规章的决定 

23.05.15 公布 税関総署令第 263 号／23.07.01 施行 

6 铁路交通重大事故隐患判定标准（试行） 

23.05.08 公布 国家鉄道局 国鉄安監規[2023]12 号／同日施行 

7 商务领域经营者使用、报告一次性塑料制品管理办法 

23.05.16 公布 商務部等 

8 国家知识产权局办公室 工业和信息化部办公厅关于组织开展创新管理知识产

权国际标准实施试点的通知 

23.04.28 公布 国家知的財産権局等 国知弁発運字[2023]23 号 
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9 关于 2023 年专利转化专项计划实施成效评估结果的公示 

23.05.18 公布 国家知的財産権局 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

1 中国人民银行、国家外汇管理局持续优化跨国公司本外币跨境资金集中运营管

理政策 

23.05.19 公布 中国人民銀行等 

 

第 3 ロシア 

1 ロシア連邦からの出国及びロシア連邦への入国手続に関するロシア連邦法律

第 25 条及び第 25.6 条への変更の導入に関する 2022 年 12 月 5 日付ロシア連邦

法律 No.501-FZ 

公布の日から 90 日経過後に施行 

2 ロシア連邦刑事訴訟法典第 6.1 条への変更の導入に関する 2022 年 12 月 5 日

付ロシア連邦法律 No.476-FZ 

3 合理的期間における裁判手続に対する権利又は合理的期間における裁判文書

の執行に対する権利の侵害に対する補償に関するロシア連邦法律第 3 条及びロ

シア連邦行政訴訟法典への変更の導入に関する 2022年 12月 5日付ロシア連邦

法律 No.477-FZ 

公布の日から施行 

4 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 著作権及び著作隣接権に関する知的財産法の若干の条項の細則及び施行措置

を定める議定 

政府の 2023 年 4 月 26 日付第 17/2023/NĐ-CP 号議定／23.04.26 施行 

2 マネーロンダリングの予防・対策法の若干の条項の細則を定める議定 

政府の 2023 年 4 月 28 日付第 19/2023/NĐ-CP 号議定／23.04.28 施行 

 

第 5 韓国 

1 産業集積活性化及び工場設立に関する法律施行規則一部改正令 

23.05.22 公布 産業通商資源部令第 509 号／同日施行 

2 読書文化振興法施行令一部改正令 

23.05.23 公布 大統領令第 33478 号／同日施行 
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3 環境政策基本法施行令一部改正令 

23.05.23 公布 大統領令第 33479 号／23.06.11 施行 

4 騒音・振動管理法施行令一部改正令 

23.05.23 公布 大統領令第 33480 号／23.07.01 施行 

5 無形文化財保全及び振興に関する法律施行規則一部改正令 

23.05.23 公布 文化体育観光部令第 513 号／同日施行 

6 航空機登録規則一部改正令 

23.05.24 公布 国土交通部令第 1208 号／同日施行 

7 自動車管理法施行規則一部改正令 

23.05.25 公布 国土交通部令第 1216 号／同日施行 

8 自動車総合検査の施行等に関する規則一部改正令 

23.05.25 公布 国土交通部令第 1217 号／同日施行 

 

第 6 台湾 

1 增訂並修正商標法條文 

23.05.24 公布 総統府 華總一經字第 11200043251 號令 

2 制定環境部組織法 

23.05.24 公布 総統府 華總一義字第 11200043181 號令 

3 制定環境部氣候變遷署組織法 

23.05.24 公布 総統府 華總一義字第 11200043191 號令 

4 制定國家環境研究院組織法 

23.05.24 公布 総統府 華總一義字第 11200043231 號令 

5 制定環境部化學物質管理署組織法 

23.05.24 公布 総統府 華總一義字第 11200043211 號令 

6 制定環境部資源循環署組織法 

23.05.24 公布 総統府 華總一義字第 11200043201 號令 

7 制定環境部環境管理署組織法 

23.05.24 公布 総統府 華總一義字第 11200043221 號令 

8 增訂並修正國軍退除役官兵輔導條例條文 

23.05.24 公布 総統府 華總一義字第 11200043261 號令 

 

第 7 シンガポール 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 8 タイ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 
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第 10 フィリピン 

1 REPUBLIC ACT NO. 11939 

  AN ACT FURTHER STRENGTHENING PROFESSIONALISM AND 

PROMOTING THE CONTINUITY OF POLICIES AND MODERNIZATION 

INITIATIVES IN THE ARMED FORCES OF THE PHILIPPINES, AND 

AMENDING FOR THIS PURPOSE REPUBLIC ACT NO. 11709 

23.05.17 付／全国流通新聞において公布された日から 15 日後に施行 

2 OFFICE OF THE PRESIDENT 

  EXECUTIVE ORDER NO. 27, S.2023 

  REORGANIZING THE INTER-AGENCY TASK FORCE ON ZERO 

HUNGER, AND AMENDING EXECUTIVE ORDER NO. 101 (S. 2020) FOR 

THE PURPOSE  

23.05.18 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

3 OFFICE OF THE PRESIDENT 

  MEMORANDUM CIRCULAR NO. 21, S.2023 

  ENSURING EFFICIENCY IN PROCESSING OF REQUESTS FOR 

PRESIDENTIAL ISSUANCES, AUTHORIZATIONS, AND OTHER 

APPROVALS 

23.05.18 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

4 BANGKO SENTRAL NG PILIPINAS 

  CIRCULAR LETTER NO. CL-2023-030 

  ANTI-MONEY LAUNDERING COUNCIL (AMLC) GUIDANCE ON 

SANCTIONS SCREENING 

23.05.18 付 

5 BUREAU OF INTERNAL REVENUE 

  REVENUE MEMORANDUM ORDER NO. 18-2023 

  AMENDING THE POLICIES AND PROCEDURES IN THE ISSUANCE 

OF THE AUTHORITY TO CANCEL ASSESSMENT (ATCA) AS 

PROVIDED IN REVENUE MEMORANDUM ORDER (RMO) NO. 33-2018 

23.05.19 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

6 BUREAU OF INTERNAL REVENUE 

  REVENUE MEMORANDUM CIRCULAR NO. 58-2023 

CLARIFICATION OF POLICIES AND GUIDELINES ON THE ISSUANCE 

AND VALIDITY OF TIN CARD AND CERTIFICATE OF REGISTRATION  

23.05.19 付 

7 BUREAU OF INTERNAL REVENUE 

  REVENUE MEMORANDUM CIRCULAR NO. 61-2023 

  PROCEDURES IN THE PROCESSING OF TAXPAYER’S REQUEST FOR 

STAMPING OF ELECTRONICALLY FILED ITRs/AITRs THRU 

eBIRFORMS 

23.05.24 付 
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第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 13 カザフスタン 

1 カザフスタン共和国政府と中華人民共和国政府との間の国際的な自動車運送

に関する協定の署名に関するカザフスタン共和国政府決定 

2023 年 5 月 17 日付 No.373／署名の日から施行 

2 カザフスタン共和国とベトナム社会主義共和国との間の受刑者の移送に関す

る協定の署名に関するカザフスタン共和国大統領令 

2023 年 5 月 16 日付 No.220／署名の日から施行 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 製品認証規則への変更及び追加の導入に関するウズベキスタン共和国投資・

産業・貿易相の命令 

2023 年 4 月 27 日付 No.2023/92-1 同年 5 月 15 日法務省登録 No.1458-6

／同月 17 日から施行 

2 法人による外国のソーシャル・ネットワーキング・サービスにおける広告に

係る経費の外貨建てコーポレート銀行カードを通じた支払制度の改善に係る

措置に関するウズベキスタン共和国内閣決定 

2023 年 5 月 19 日付 No.207／同月 20 日施行 

3 天然ガス及び液化炭化水素の採掘、加工及び販売の記録の管理制度の改善に

係る措置に関するウズベキスタン共和国大統領決定 

2023 年 5 月 12 日付 No.PP-157／同月 16 日施行 

 

第 15 トルコ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 17 ミャンマー 

掲載すべき法令は、ありません。 
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第 18 添付法令資料 

   1 韓国自動車損害賠償保障法（目次） 

   2 中国税関加工貿易貨物監督・管理弁法（目次） 

   3 輸入分野における税関検査に関する 2022年 12月 9日付インドネシア共和国

財務大臣規則 No. 185/PMK.04/2022（目次） 

   4 官民パートナーシップ方式に従った投資法を合一するベトナム国会事務局

の合一文書（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 
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大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

三冨 貴博  弁護士：日本法令担当 

宮澤 旭麿  弁護士：日本法令担当 

飯田 悠   弁護士：日本法令担当 

萩原 亮太  弁護士：ベトナム法令担当 

山本 大介  弁護士：シンガポール法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法事務弁護士（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

リッキ・A・サボナイ  外国法事務弁護士（フィリピン共和国弁護士） 

：フィリピン法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

新山 祐美  パラリーガル：インドネシア法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


